
年4月1日

1

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（平成26年４月１日現在）

（注）　職員数は一般職に属する職員数である

(2)職員の退職状況 25 ～ 26 年3月31日）

（注）特別職及び割愛による退職者を除く

(3)職員採用候補者試験の実施状況 25 26 年3月31日）

職員の任免及び職員数に関する状況

平成

男　性

19 人

0 人

0 人

区　　　　分

0人

女　性

13 人

10 人

1 人

事　務　職

計

計

32 人

10 人

1 人

（ 平成

受験者数

年4月1日～平成

0 人

8 人

0 人

0 人保　育　士

看　護　師

（平成

人　　　　数 13人 5人

そ　の　他 14 14 0

18人

区　　　　分 勧奨・定年退職 自己都合 その他退職

年4月1日

23 24 1

△ 2209211

5 0下　水　道 5

合　　計 234 233 △ 1

小　　　計

一
般
行
政
部
門

衛　　　生

小　　　計

公会
営計
企部
業門
等等

水　　　道 4 5 1 途中退職予定による調整

小　　　計

教育部門 31 31 0

180 178 △ 2

土　　　木 10 10 0

15 14 △ 1

民　　　生

主 な 増 減 理 由
平成25年 平成26年

対前年
増減数

農林水産 16 15

業務担当の統合による減38

男　性

10 11 1 業務増による増員

事務担当の統合による減

事業の終了による減

保育士の増員

事務担当の統合による減

△ 2

商　　　工

女　性 計

管理栄養士

36

85

1 人

　　　　　　　　　　区
分
　部　　門

3 2 △ 1

職 員 数

△ 1

普
通
会
計
部
門

税　　　務

議　　　会 3 3 0

総　　　務

87 2

1 人

26

中能登町の人事行政の運営の状況について

0 人

6 人 3 人 9 人

8 人

0 人

採用者数

0 人 0 人 0 人
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２　職員の給与の状況

 (1) 人件費の状況

（2）職員給与費の状況

（注）　１ 給与費は、当初予算に計上された額です

（注）　２ 職員手当には、退職手当を含みません

（3）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

歳 円 円 歳 円

歳 円 円 歳 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成26年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と諸手当の額を合計したものである

（4) 職員の初任給の状況（平成26年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（5) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成26年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※１　当該階層別職員が３人以下の欄については、近似データとなっている
※２　近似のデータがない場合は空白となっている

　　　　　　Ｂ

233,932 974,983

1,579,649

305,919

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

平均給与月額

218,272

平均年齢

48.7

平均給与月額

224,280

千円

43.0 288,900

平成25年4月1日現在

225

42.0 284,300円

平均年齢

307,795

215,900

平均給料月額

技能労務職

一般行政職

給　　　　料

区分

　　　　　千円

平成26年4月1日現在

平均給料月額

B／A

4,333
26年度

人　

59,224

172,200

　　　　　　　千円

681,827

　　　　　　％　　　　　千円

期末勤勉手当 計　　　　B

職　員　数

（平成25年度普通会計決算見込み)

（平成26年度普通会計予算）

　　　　　千円

29,627

職 員 手 当A

140,100

261,525

137,200

129,200

-

221,400円

1人あたり給与費区 分

12,433,722

人 件 費 （参考）

24年度の人件費率

　　　　　　　千円

19,114

人　

(平成25年度末）

実 質 収 支

48.0

172,200

233,085

140,100

高　校　卒

205,167高　校　卒

国

-

石　川　県

113,000

-

265,666244,800

140,100高　校　卒

　　　　　千円
25年度

区　　　　分

技能労務職

経験年数１０年

　　　　　　　　　　　％

人 件 費 率区 分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

千円

296,760

10.212.7

Ｂ／Ａ

239,700

-

経験年数２０年

170,200

140,100

中　学　卒

高　校　卒

一般行政職

技能労務職

区　　　　　分

大　学　卒

中能登町

大　学　卒一般行政職

経験年数１５年
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（6) ラスパイレス指数の状況（平成26年４月１日現在）

（注１）　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数。
（注２）　平成24・25年の（）の数値は、国家公務員の時限的な給与改定特例法による措置がないとした場合の参考値。

（7) 一般行政職の級別職員数の状況（平成26年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（8) 職員手当の状況
ア　期末・勤勉手当

1人当たりの平均支給額 1人当たりの平均支給額

25 年度支給割合） 25 年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

イ　退職手当

月分 月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

（その他の加算措置） （その他の加算措置）

・ 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） ・ 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

・ 退職時特別昇給 なし ・ 退職時特別昇給 なし

職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

千円

千円

※ 個人情報の観点から、職員が１～2名の場合はデータをすべて「※（アスタリスク）」とする

（平成26年4月1日現在）

平成25年

93.0
（85.9）

18

3

18

平成21年平成19年 平成20年

　　　主査

52.44　月分

平成24年

92.5
（85.5）

52.44　月分

82.4

平成18年

36.57　月分

27.025　月分

82.8 82.2

計

（平成

0.675 月分

1.350 月分

１２月期

勤勉手当

平成23年

82.3 83.2 84.8

1.225 月分

1.375 月分

2.600 月分

１２月期

平成22年

区　　分 期末手当

標準的な職務内容

0.675 月分1.375 月分

2.600 月分 1.350 月分

月分

４　　級

１　　級

３　　級

1,061

期末手当

0.675 月分

(平成25年度)

　　　主事・主事補

千円

　　　課長

区　　分

６ 月 期

国

－

６ 月 期

２　　級

11

18

60

　　　主事

14.1

勧奨・定年

30.82勤続25年

最高限度

勤続20年

構成比職員数

５　　級

　　　参事

中　能　登　町

区　　分

６　　級

勤続35年

支給率 自己都合 勧奨・定年 支給率

中　能　登　町

計

　　　課長補佐

勤続35年

国

千円

月分

月分

自己都合

勤勉手当

0.675 月分1.225 月分

（平成

21,788

21.62

30.82

自己都合

52.44

21.62

52.44

36.57

43.70

勧奨・定年
一人当たり
平均支給額

1,483

月分

27.025

52.44

勤続20年

平成25年度

最高限度

勤続25年

43.70

52.44

46.8

14.1

14.1

2.3

8.6
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ウ　時間外勤務手当

エ　その他の手当

円 千円 円

円

円

円

千円 円

円

円

千円 円

円 千円 円

円

円 千円 円

（9) 特別職の報酬等の状況（平成26年4月1日現在）

25

円

円

円

円

円

期末手当

給

料

報

酬

（平成

支給総額

職員1人あたり支給年額

支給総額

同じ

支 給 額

職員が配偶者を有しない場合の
扶養親族のうち１人

23,000円超え
55,000円未満

職員1人あたり支給年額

配偶者以外の扶養親族　　　１人

扶養手当 配偶者

内容及び支給単価

平成24年度

平成25年度

232,333

15,762

10/100副 議 長 2.6月分

341,133

借家
借間

59,672

1.225月分 2.6月分

1.375月分

300,000

256,000

235,000

35/100

年度支給割合）

加算割合１２月期 計

1.375月分

43,476

千円

千円

支給実績

千円

国の制度

192,220

との異同

（平成25年度決算）

53,098

5,278

片道2km以上の
自動車等利用者

8,956

(上限60km以上24500円)

4,200 3,461宿日直手当

管理職手当
26,000

38,000

同じ

5,117

片道2km以上の
交通機関利用者

給料月額等

手　当　名

600,000

770,000

勤務一回につき

職務の級及び区分に応じた定額

((Ａ)-23,000円)1/2
+11,000円

通勤手当

満16歳の年度初めから満22歳の
年度末までの子(１人あたり加算額)

同じ

（平成25年度決算）

2,091

平均支給年額

議 員

運賃等相当額
(上限55,000円)

 5kmまで2,000円から
使用距離に応じ支給

議 長

1.225月分

町 長

副 町 長

６月期
区　　　分

(Ａ)-12,000

6,500

11,000

千円21,900

支給職員１人当たり

5,000

住居手当

27,000

12,425

同じ

13,000

23,000円以下

家賃(Ａ)

55,000円以上

～
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３　職員の勤務時間のその他の勤務条件の状況

 (1) 勤務時間の状況（標準的なもの）

（注） 保育園・図書館など、職務の性質により上記の勤務時間によることの出来ない勤務箇所の勤務時間は
　 別に定めている

 (2) 休暇制度の概要 職員の休暇は、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇

① 年次有給休暇　 １月１日現在に在職する職員については、１年（暦年）につき20日

② 病気休暇

最小限度必要と認める期間

③ 特別休暇 主な特別休暇は下表のとおり 26 年4月1日現在）

④ 介護休暇 介護を必要とする一の連続する状態ごとに、連続する6月の期間内で必要と認められる期間

38時間45分

風水震、火災そのほかの非常災害により住居滅失、損壊した場合　7日の範囲内

一週間の勤務時間

職員自身が負傷又は疾病で療養の必要があり、勤務しないことが止むを得ないと認められる場合、

妻が出産する場合、2日以内

生後1年に達しない子を育てる職員が授乳等を行う場合、1日2回それぞれ30分以内の時間

6週間（多胎妊娠は14週間）以内に出産する予定である場合、出産の日までに申し出た期間
出産した場合、出産の日の翌日から8週間を経過するまでの期間

裁判員、証人等としての官公署への出頭する場合、必要と認める期間

開始時間

午前8時30分

休憩時間

正午～午後１時

一日の勤務時間

7時間45分

休暇の種類

婚姻の日の5日前の日から当該婚姻の日後1月を経過する日までの、連続する5日以内

1年において5日の範囲内

結核性疾患は１年以内、その他の傷病の場合は90日を超えない範囲内で、医師等の証明に基づき

選挙権その他公民としての権利の行使する場合、必要と認める期間

制度の概要

（平成

ドナーとして骨髄液の提供をする場合、必要と認める期間

産前産後休暇

授乳等を行う

官公署出頭休暇

骨髄提供休暇

ボランティア休暇

婚姻休暇

妻の産前8週間、産後8週間の期間に出産に係る子又は小学校就学前の子を養育する男性
職員がこれらの子を養育する場合、1年につき5日以内

妻の出産

男性職員の育児

職員の責めによらない交通機関の事故等の不可抗力により、他の方法により出勤する事が
著しく困難な場合　その都度必要と認める期間

要介護者の介護等の世話を行う場合、1年につき5日以内　（2人以上の場合、10日）

その都度必要と認める期間生理休暇

忌引き

父母の祭日休暇

交通機関の
事故等による休暇

7月から9月までの期間内で3日

父母の追悼の行事のため特別な行事を行う場合　当日１日
（但し、遠方地の場合は実際に要した往復日数を加算することができる）

住居滅失・損壊休
暇

小学校就学前の子を養育する職員が、看護や予防接種、健診などを受けさせる場合、1年に
つき5日以内（小学校就学前の子が2人以上の場合は、10日）

夏季休暇

子の看護休暇

短期介護休暇

職員の親族が死亡した場合　親族に応じた日数

土曜日・日曜日午後5時15分

勤務を要しない日終了時間

公民権行使休暇
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４．中能登町職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）　分限処分の状況

分限処分の状況 25 26 年3月31日）

※　人数は、当該年度に新たに処分を受けた人数

（2）　懲戒処分の状況

懲戒処分の状況 25 26 年3月31日）

年4月1日～平成

適格性を欠く場合又は職制等の改廃等により過員等を生じた場合のいずれかに職員が該当するときは、分限処分

（ 平成

　　事　　　　　　由　　

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合には、懲戒処分として戒告、減給、停職又は免職の処分を

0人

3人

0人

0人

0人

0人

3人3人

0人

0人

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を書く場合

廃職又は過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

合　　　計 0人

0人

0人

0人

0人

することができることになっています。

停職戒告

0人0人

地方公務員法では、職員が、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合若しくは

減給

0人

0人

0人

3人

として、その意に反して、職員を降任し又は免職することができることになっています。

するときも、分限処分として、その意に反して、職員を休職することができます。

（ 平成

合　　計免　　職

0人

0人

降　　任

0人

合計

0人

0人

0人

0人

0人

0人

休　　職

免職

0人

0人

法令等に違反した場合

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

0人

0人

0人0人 0人

※　人数は、当該年度に新たに処分を受けた人数

合　　　計

0人

0人0人0人

年4月1日～平成

0人

0人

事　由　　　　　　　　　　　　　　種　類

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

0人

　また、心身の故障のため長期休養をする場合、又は刑事事件に関し起訴された場合のいずれかに職員が該当

　地方公務員法では、勤務成績が良くない場合、心身の故障により職務遂行に支障がある等の場合、職に必要な
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（1）年次休暇の取得の状況

※1　対象職員数は 25年 25 年12月31日までの全期間を在職した職員数

（年度途中の退職・採用者、育児休業・休職等の事由がある職員並びに派遣職員を除く）

育児休業等の取得者数

25 25

25 25

25 年度中に新たに育児休業を取得した職員の承認期間

25

（3）介護休暇の取得の状況

25 年度介護休暇取得者数 0 人

8人 0人 0人 0人 0人

0人

0人

0人

年度中に新たに育児休業を取得可能となった職員

3人

9人

12人

0人

1人 0人 0人0人

9人

0人 0人 0人 0人

9人
0人

0人

1人

0人

9人 8人

平成

2年6月以下

2年超えうち取得

0人

2年6月超え
6月超え

1年以下

1年超え

1年6月以下

1年6月超え

2年以下

平成

0人 0人

0人

6月以下

0人 0人

職員数

3人

0人

0人

0人

0人計

3人

9人

12人

0人

9人

9人

0人

0人

9人 0人 0人

3人 0人 0人

0人

総付与日数　A 総使用日数　B

うち育児短時間
勤務取得者数

うち部分休業
取得者数

５．中能登町職員の服務の状況

8200日

平成

205人

１月１日～平成

5.5日

対象職員数　C

年度以前から引き続き取得している人数

うち育児休業
取得者数

育児休業については、地方公務員の育児休業等に関する法律及び職員の育児休業等に関する条例に

定められており、3歳に満たない子を養育する職員に認められます。　　　　　　　　

平均使用日数　B/C

年度に新たに取得可能となった職員平成

13.78%

消化率　B/A

1130日

平成

育児休業

年度の取得者数

部分休業
育児休業等
対象者数

平成

※上段は、平成 年に新たに育児休暇を取得した人数、下段は平成

男性職員

女性職員

4月超え

5月以下
5月超え

4月以下

0人

1月を超え 3月超え

0人 0人

育児
短時間勤務

※2 総付与日数には、前年からの繰越分を含む

（2）育児休業の取得の状況

合計

区分

0人 0人0人 0人

2月超え

介護休暇
承認期間

計

男性職員

1月以下
2月以下

女性職員

3月以下
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（1）　研修の概要 （平成 25

職員の研修状況 25 26 年3月31日）

42人小 計

石川県市町村職員研修所、石川県、自治大学校などへの派遣研修を行っています。

派遣研修（長期研修） 機関名 受講者数

６．中能登町職員の研修及び勤務成績評定

年度）

　地方公務員法第39条の規定により、職員の勤務能率の向上を図るため、町独自の研修会の開催のほか、

年4月1日～平成（ 平成

1人

1人

石川県庁

石川県庁

タイムマネジメント研修　等

項目別に5段階の評価を行っている

全職員

初任者研修、新任係長研修　等 32人

研修名 受講者数

階 層 別 研 修

市 町 村 職 員 研 修 所

2人

石 川 県 土 木 部

小 計

石 川 県 地 方 課

評　定　領　域

合 計

地方公務員法第40条第2項の規定に基づき、能力の実証に基く人事管理体制を確立し、公務の能率的な

監督の有効な指針として、配置換えや昇任等を行い、適材適所の人事配置を図るとともに、職員資質の向上や

・業績（目標管理／仕事の質・量）

・能力（知能・技能、課題への対応、指導監督力、理解力等）

・態度（職場規律、協調性、積極性、責任感等）

職場の活性化を図っています。

勤勉手当成績率・昇給に反映

人事異動（昇任・配置等）の参考

4人

13人

 (2) 職員の勤務成績の評定状況

評定対象職員

指導育成の基礎資料

運営を図るため、職員の執務について総合的に勤務成績の評定を行っています。また、これを職員の指導及び

選 択 研 修

小 計

評定結果の反映

57人

そ の 他 研 修 法政執行研修（民間） 2人

そ の 他 研 修 研修名 受講者数

町 独 自 研 修 町接遇研修 11人

専 門 実 務 研 修 税務事務研修　等 6人
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職員の健康診断受診状況 25 26 年3月31日）

 (2) 公務災害補償の状況 25 26 年3月31日）

０件

公務災害 通勤災害

内　　　　　訳

（ 平成

項　　　目

一律　2,500円

保育園互助会

給料割　　給料の1％

資することを目的として、石川県市町村職員共済組合が事業を実施しています。

認定件数

均等割　　　　1000円

地方公務員等共済組合法に基づき、組合員（職員）とその家族の生活の安定と福祉の向上を図り、公務の能率的運営に

35歳以上の希望する職員

年4月1日～平成

36人

35歳以上の希望する職員 6人

② 職員の医療給付・年金給付

※　平成23年度をもって、公費補助額を廃止しました

乳がん検診 40歳以上の希望する女性職員

（ 平成

35歳以上の希望する職員

掛金・負担金等の状況

会員の福祉の増進や親睦を図ることを目的とし、健康推進、教養に資する事業などを実施しています。

17人

70人40歳以上の希望する職員

脳ドッグ検査

40歳以上の希望する職員

大腸がん検診

①職員の健康管理

67人

5人

人間ドッグ検査

７．職員の福祉及び利益の保護の状況

肺がん検診（CT)

主な項目

225/235人（受診率 95.7％）

③ 中能登町及び中能登町保育園互助会事業

前立腺がん検査 50歳以上の希望する男性職員

肝炎ウィルス検査 40・45・50歳と55歳以上で過去未検査の職員

26人

13人

肺がん検診（喀痰）

定期健康診断

子宮がん検診

胃がん検診

　公務能率の向上を図るため、職員の健康管理、元気回復等の厚生事業を実施しています。

会員一人当たりの公費補助額

会員掛金

平成25年度決算額

中能登町職員互助会

実施状況

全職員

年4月1日～平成

55人

40歳以上の希望する職員 66人

対象者等

(1) 福利厚生制度の状況

希望する女性職員

11,399千円 2,402千円

0 件 0 件

なしなし
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